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　標津川下流域では自然復元事業の一環として、2Way河道方式による蛇行河道の復元が
計画されている。このような 2Way河道では蛇行河道が土砂堆積により埋没する可能性が
指摘されているほか、直線河道において砂州の固定化が植生の侵入を促し、それが樹林化
することによる流下能力不足が懸念されている。本研究では 1/25縮尺の模型実験により
土砂堆積や河道浸食状況、越流堰による分配流量について検証し、連続した 2Way河道を
自律的に維持させ、且つ洪水を安全に流下させるための手法について検討をおこなった。
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1. はじめに
北海道の北東部に位置する標津川（図–1）は、昭

和 20年代後半までは湿地帯を大きく蛇行しながら流
下する原始河川の様相を呈していた。洪水ごとに大
きく変化する河道は、融雪出水や大雨の際には度々
氾濫を繰り返し、流域住民は甚大な被害を被ってい
た。昭和 28年、広大な原野や湿地帯を直轄事業に
よって農地開発されることが決まると、治水安全度
の向上および河川背後地の土地利用を目的とした河
川改修工事が本格的に開始されることとなった。
この河川改修によって直線化された河道は、洪水

流を速やかに流下させることで氾濫被害を軽減し、
地下水位を低下させることで背後地の土地利用を飛
躍的に向上させ、流域に産業の振興をもたらした。
しかしその一方、図–2に示すように流域全体で

直線化が進んだ現在の標津川は、河川環境が比較的
単調なものとなり、そのことが生物生息環境へ与え
る影響について懸念されるようになった。このよう
な社会的要請を受けて平成 9 年に河川法が改正さ
れ、これを契機に実施された自然再生事業の一環と
して、ここ標津川において蛇行河道の復元が計画・
実施されることとなった。
平成 13年に設置された標津川技術検討委員会に

おいて、蛇行河道を復元するための様々な技術的検
討が行われた。その結果、蛇行河道の復元にあたっ
ては、直線化された河道は残し、これに現在は河跡
湖となっている旧川跡を接続する『2Way河道方式』
が採用されることとなった。その翌年の平成 14年、
標津川の上流 KP8.5においてこの 2Way河道が試
験的に整備された。この蛇行復元試験地では現在ま
で、8年以上にも亘る定期的な測量調査とともに、
それをもとにした様々な研究が進められてきている。
その結果、このような 2Way河道の自律的な維持

を成す上で、様々な技術的課題があることが明らか
となっているが、特に以下に示す課題は、2Way河
道の維持のみならず治水安全性をも損なう可能性が
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図–2 標津川流域図

あるため、今後予定されている蛇行復元計画を実施
する上でその対策が求められている。
1. 大規模な洪水が蛇行区間の土砂堆積を誘発し、
やがて河道が埋没してしまう可能性がある。

2. 直線区間の砂州上で生長するヤナギが樹林化
し、流下能力を低下させる可能性がある。



図–3 蛇行復元予定区間：旧川 H・Jの河跡湖と掘削予定箇所（標津川下流 KP3.6～5.2）
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図–3は、平成 22年度以降に実施が計画されてい
る旧川H・Jを含む延長 1.6kmの区間を示す。図中
の色塗り箇所は、各旧川の河跡湖と掘削予定箇所を
表し、それぞれの分岐点下流には蛇行区間への導水
を促す分流堰が設置される予定となっている。
ここで上記 2の課題について、当区間特有の河道

状況を述べる。図–3に示す茶点線は 8.0mの標高線
を示す。また、図–4に示すように周辺の堤防高は
7.0m程度であるため、この標高線に沿う形で左岸
は山付きになっていると考えることができる。この
ため KP4.4～4.9の区間では、河道幅が狭まり河道
断面積も縮小していると推察される。また当区間の
3km上流に位置する試験地では、分流により流量
が減少する直線区間において、砂州の発達とその固
定化が観測されており、このことは旧川 Jの分流堰
下流の砂州についても同様にいえると考えられる。
このような砂州の発達・固定化は、やがてその砂州
上で生長するヤナギの樹林化を誘発し、流下能力を
著しく低下させる可能性がある。
当研究では、これらの課題に対して、治水安全度

を低下させることなく、このような連続した 2Way
河道を自律的に維持していくための手法について検
討を行った。検討にあたっては、図–3に示す区間を
模した 1/25スケールの無ひずみ模型を製作し、移
動床条件下での水理実験を行った。
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2. 移動床水理模型実験
(1) 実験条件
実験は、図–5に示す通水流量条件のもと、旧川

H・Jの分岐点下流に設置する分流堰（これ以降、H
堰および J堰と表記する）の高さのみを変え、計 2
パターンを実施した。各CASEの堰高は過去に行わ
れてきた実験結果を踏まえ、次のように設定した。



図–6 CASE1の初期河床と CASE1-1(平水:17m3/s),CASE1-2(低水路満杯:438m3/s)を各 6時間通水後の河床高

CASE1 H堰：h1 = 0.7m、J堰：h2 = 0.9m

CASE2 H堰：h1 = 1.0m、J堰：h2 = 1.0m

ここでいう堰高とは、堰頂部と分流堰が設置され
る箇所における低水路内の平均河床高との標高差を
指し、試験地で設置されている堰高の基準に倣い、
概ね平水流量時の水位を目安としている。CASE間
の堰高の違いは、1章で述べた 2つの課題に対して、
それぞれ次のような効果を期待したものである。

CASE1 堰高を低めに設定し、直線区間に配分
される流量を増加させることで砂州の発達・固定化
を抑制する。

CASE2 堰高を高めに設定し、蛇行区間に配分
される流量を増加させることで蛇行区間における土
砂堆積を抑制する。

また、各CASE共通で設定した流量条件の内、低
水路満杯流量とは過去 50年間で最大の流量を観測し
た平成 18年 10月の大規模洪水を想定したものであ
り、平水および融雪出水流量とは当該時期にこの区
間を流れる平均的な流量をそれぞれ想定している。

(2) 河床高平面図から実験結果を考察
当実験では図–6に示す各測線上において、河床

高・水位・流速の測定を行っている。各測定はそれ
ぞれレーザー砂面計・ポイントゲージ・電磁流速計
を用いて行われたもので、以下これらの計測データ
をもとに実験結果の考察を行った。なお、各計測の
タイミングは図–5に示す通りである。
以降、実験結果の考察は、模型実験で計測された

値を実スケールに換算したもので議論する。
a) CASE1：大規模洪水後の変化
図–6に示す河床高平面図は、上段が CASE1の

初期河床の状態を、下段が大規模洪水を想定した
CASE1-2の通水後の状態をそれぞれ示す。ここで、
図中の彩色は標高 0.15～2.95mまでを 28cm間隔で
10色に色づけされたものである。これらの図の比較
から、CASE1で設定した堰高条件の下で大規模な洪
水を受けた後、直線区間において全ての砂州が30cm

程度の浸食を受けたことがわかった。また、CASE1-
2の後の融雪出水（CASE1-3および CASE1-4）通
水後では、これらの砂州にほとんど変化が起きな
かったためここでは示さない。一方、蛇行区間では
旧川 H・Jともに流入口周辺を中心に土砂が堆積し
たことが見てとれるが、その詳細は次節で示す。



図–7 CASE2の初期河床と CASE2-1(平水:17m3/s),CASE2-2(低水路満杯:438m3/s)を各 6時間通水後の河床高

b) CASE2：大規模洪水後の変化
図–7に示す河床高平面図は、上段が CASE2の

初期河床の状態を、下段が大規模洪水を想定した
CASE2-2の通水後の状態をそれぞれ示し、前項で
示した (2)-a)との実験条件の違いは H・J堰の堰
高のみである。これらの図の比較から、CASE2で
設定した堰高条件の下で大規模な洪水を受けた後、
CASE1同様、直線区間における一部の砂州で 30cm

程度の浸食が確認されるが、J堰上下流および旧川
Jの分岐点に大幅な土砂堆積が生じたことがわかっ
た。また、CASE2-2の後の融雪出水（CASE2-3お
よびCASE2-4）通水後では、直線区間の状況にはほ
とんど変化が起きなかったためここでは示さない。
一方、蛇行区間では、CASE1同様、旧川H・Jとも
に流入口周辺を中心に大幅な土砂堆積が見てとれる
が、その詳細は次節で示す。
c) 直線区間の砂州について考察
以上、大規模洪水前後において直線区間の砂州に

起きた変化を各 CASE間で比較すると、堰高を低
めに設定した CASE1の条件では、大規模洪水時に
直線区間を流れる流量は相対的に多くなるため、直
線区間の既存の砂州を 30cm程度浸食する効果があ
るといえる。このことは、特に問題となっている J

堰下流左岸側の砂州において、植生の樹林化を抑制
する効果が見込めることを示唆する。一方、CASE2
の条件ではこのような効果が見込めないと推察する
ことができる。ただし、当実験では砂州上の植生に
よる被覆効果は考慮されていないため、実際の浸食
量はこれよりも少ないものと考えられる。
(3) 河床高縦断図から実験結果を考察
次に河床高平面図では明確な比較が困難であった

J・H蛇行区間の変化について、河床高縦断図を用
いた検証を行った。なお、以降で比較する河床高は
平水流量規模（Q = 17m3/s）において計測された
水位データをもとに、各断面の平均河床高を求めた
ものであるため、直線区間にみられる砂州など、そ
の標高が平水位以上となる箇所についてはこの解析
の中には含まれない。
a) CASE1：大規模洪水後の変化
図–8上段に示すグラフは、CASE1の初期河床と

CASE1-2通水後の平均河床縦断線形、および平水
流量時（CASE1-1、CASE1-5）において計測された
水面形を比較したものである。ここで、色の違いは
蛇行区間と直線区間の違いを、線種の違いは河床高
の計測時期の違いを示しており、初期河床形状を実
線で、大規模洪水後の河床形状を破線で示している。
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図–8 初期河床（CASE1-0）、大規模洪水後（CASE1-2後）、融雪出水後（CASE1-4後）の平均河床縦断線形の比較

図–9 CASE1-4通水後の旧川 J合流点における土砂流出

ここで注目するのは、図中の太線で示された蛇行
区間の平均河床縦断線形の変化についてである。図
中矢印で示すように、大規模洪水通水後、旧川 Jの
蛇行区間全体で最大 30cm程度の土砂堆積があった
ことがわかる。また旧川Hについても、その流入口
付近において 10cm程度の堆積がみられた。しかし、
これらの土砂堆積によって蛇行区間への流量配分比
が著しく低下するような影響は観測されなかった。
b) CASE1：融雪出水後の変化
図–8下段に示すグラフは、CASE1-2通水後から

CASE1-4通水後の平均河床縦断線形を比較したも
のであり、水面形は平水流量時（CASE1-5）におい
て計測されたものを示す。前項同様に、色の違いは
蛇行区間と直線区間の違いを、線種の違いは河床高
の計測時期の違いを示しており、大規模洪水後の河
床形状を破線で、融雪出水後は実線で示している。

図中の太線で示す蛇行区間の平均河床縦断線形の変
化についてみると、融雪出水通水後、旧川 Jの蛇行
区間下流域に堆積した土砂が下流へと輸送されたこ
とがわかる。図–9に示すのはこの時の旧川 J合流
点の河道状況で、蛇行区間から輸送された土砂が扇
状に流出している様子がみてとれる。
c) CASE2：大規模洪水後の変化
次に CASE2の大規模洪水後の変化について図–

10上段にその結果を示す。図中の配色および線種の
分けは CASE1と同様である。図中の太線で示す蛇
行区間の平均河床縦断線形の変化についてみると、
大規模洪水通水後、旧川 J の蛇行区間全体で最大
50cm程度の土砂堆積があったことがわかる。この
時の分岐点の河道状況を図–11に示す。また旧川H
についても、その流入口付近において 25cm程度の
堆積がみられた。しかし、ここでもCASE1同様に、
これらの土砂堆積によって蛇行区間への流量配分比
が著しく低下するような影響は観測されなかった。
d) CASE2：融雪出水後の変化
図–10下段に示すグラフはCASE2の融雪出水後

の河床高の変化を示す。CASE1同様に旧川 J蛇行
区間の下流域に堆積していた土砂が下流へと輸送さ
れたことがわかる。また、CASE1ではほぼ動きが
なかった旧川 Hの蛇行区間の上流域においてやや
堆積傾向がみられた。
e) 蛇行区間の土砂堆積について考察
大規模洪水前後と融雪出水前後のH・J蛇行区間

における河床縦断形状の変化を各 CASE間で比較
すると、堰高を低めに設定した CASE1の条件では
堰高を高めに設定した CASE2に比べ、大規模洪水
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図–10 初期河床（CASE2-0）、大規模洪水後（CASE2-2後）、融雪出水後（CASE2-4後）の平均河床縦断線形の比較

図–11 CASE2-2通水後の旧川 J分岐点における土砂堆積

時に蛇行区間を流れる流量は相対的に少なくなるた
め、掃流されて蛇行区間へと運ばれる土砂量も少な
くなっていたものと考えられる。これが旧川 H・J
蛇行区間の流入口付近でみられた土砂堆積量の差異
となって現れたものと推察される。また、融雪出水
後の変化には各CASE間で顕著な差異はなく、蛇行
区間下流域に堆積した土砂は非常に緩やかではある
が徐々に下流へと輸送されるが、両CASEともに上
流域の土砂堆積を解消するまでには至らなかった。
以上のことから、大規模洪水による土砂堆積とい

う観点からは、CASE1に比べ CASE2の堰高条件
は蛇行区間流入口付近での土砂堆積傾向が強く現れ
るため、蛇行区間を埋没させないためには CASE1
の条件がより適切であるといえる。また、融雪出水
による堆積土砂の排出という観点からは両CASEに
大きな差異はないものと推察された。

3. 結論
標津川下流域で予定されている蛇行復元箇所では、

事業の実施に際して次のことが懸念されている。
1. 大規模な洪水が蛇行区間の土砂堆積を誘発し、
やがて河道が埋没してしまう可能性がある。

2. 直線区間の砂州上で生長するヤナギが樹林化
し、流下能力を低下させる可能性がある。

当研究ではこのような課題に対して、この区間を
対象とした移動床水理模型実験により、CASE1およ
びCASE2の 2つの堰高条件について検討を行った。
その結果、上記 1.の課題に対しては、CASE1で

堰高を設定した場合、蛇行区間における大規模洪水
後の土砂堆積量は比較的低く抑えられること、さら
に堆積した土砂は融雪出水により徐々に排出される
傾向が、比較的緩やかではあるが確認された。また、
上記 2.の課題に対しても、CASE1で堰高を設定し
た場合、大規模洪水後、直線区間において 30cm程
度の砂州の浸食がみられ、これは J堰下流の砂州上
における樹林化抑制の効果を示唆する結果であった。
これらの結果から、当箇所における連続した2Way

河道を自律的に維持し、かつ治水安全度を低下させ
ないためには、CASE1の堰高条件が適切かつ有効
であると思われる。
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